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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第58期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第57期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 1,507,3563,153,6779,601,169

経常損益（△は損失）（千円） △530,497 141,465△1,108,151

四半期（当期）純損益（△は損失）（千円） △536,484 115,018△1,103,720

純資産額（千円） 6,234,7425,745,1705,587,902

総資産額（千円） 12,515,03713,876,96313,040,904

１株当たり純資産額（円） 501.53 462.21 449.53

１株当たり四半期（当期）純損益金額（△は損失）（円） △43.16 9.25 △88.79

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

自己資本比率（％） 49.8 41.4 42.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△297,600 49,041△357,989

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△19,046△100,307△200,059

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△20,399 △15,316△260,185

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 3,579,5153,016,2083,078,893

従業員数（人） 741 723 721

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在せず、また、第57期第１四

半期連結累計（会計）期間及び第57期は１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 723 　

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であります。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 375 　

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

電子部品組立装置（千円） 2,017,713 －

電子部品（千円） 1,200,547 －

　報告セグメント計（千円） 3,218,260 －

その他（千円） 400,559 －

合計（千円） 3,618,819 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．金額には消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第１四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

電子部品組立装置 2,180,045 － 4,464,338 －

電子部品 1,437,301 － 544,109 －

報告セグメント計 3,617,346 － 5,008,447 －

その他 444,618 － 584,718 －

合計 4,061,965 － 5,593,165 －

　（注）　金額は販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

電子部品組立装置（千円） 1,643,999 －

電子部品（千円） 1,229,963 －

　報告セグメント計（千円） 2,873,962 －

その他（千円） 279,714 －

合計（千円） 3,153,677 －

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。
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２．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ASE Electronics (M) Sdn.Bhd.332,050 22.0 － －

IBM Corporation 185,567 12.3 － －

Sumiko Leadframe (Thailand) Co.,

Ltd.
184,803 12.3 387,526 12.3

日亜化学工業株式会社 － － 364,660 11.6

CHANG WAH ELECTROMATERIALS

INCORPORATION
－ － 329,214 10.4

３．金額には消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、一部で景気回復の兆しが見られるものの、雇用情勢については

改善まで至っておらず、個人消費は依然として厳しい状況で推移いたしました。 

　こうした環境の中、当社グループは、業績を早急に回復させるため、基幹事業である半導体関連を中心に収益向上

を図るとともに、電子通信部品、ＬＥＤ製品及び車載関連製品などの新規事業の拡充にも積極的に取り組んでまい

りました。

　この結果、当第１四半期連結会計期間の売上高は3,153百万円（前年同四半期比109.2％増）、営業利益は133百万

円（前年同四半期は営業損失562百万円）、経常利益は141百万円（前年同四半期は経常損失530百万円）、四半期純

利益は115百万円（前年同四半期は四半期純損失536百万円）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①　電子部品組立装置

　電子部品組立装置については、半導体市場が前連結会計年度後半より引き続いて堅調であり、またＬＥＤ市場に

おいても需要が増加傾向で推移いたしました。この結果、売上高は1,643百万円となりました。

②　電子部品

　電子部品については、ＬＥＤ向けの安定した需要に加え、パソコン、携帯電話及びデジタル家電向けも好調を維

持したことから、受注高及び売上高は堅調に推移いたしました。この結果、売上高は1,229百万円となりました。

③　その他

　その他については、主に電子部品組立装置用金型を中心に好調を維持いたしました。この結果、売上高は279百万

円となりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較

して62百万円減少し、当第１四半期連結会計期間末には3,016百万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、資金は49百万円の増加（前年同四半期は297百万円の減少）となりました。これは主に仕入債

務の増加、減価償却費及び税金等調整前四半期純利益の計上によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、資金は100百万円の減少（前年同四半期は19百万円の減少）となりました。これは主に金型用

の加工設備を中心とした有形固定資産の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、資金は15百万円の減少（前年同四半期は20百万円の減少）となりました。これは主に長期借入

の返済による支出によるものであります。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、26百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,200,000

計 23,200,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,969,000 12,969,000
東京証券取引所市場第二

部

単元株式数

1,000株

計 12,969,000 12,969,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 12,969,000 － 5,837,500 － －

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　538,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 12,305,000 12,305 －

単元未満株式 普通株式　　　126,000 － －

発行済株式総数 12,969,000 － －

総株主の議決権 － 12,305 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の「株式数」及び「議決権の数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれ

ぞれ1,000株及び１個含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

アピックヤマダ株式会社
長野県千曲市大字上

徳間90番地
538,000 － 538,000 4.14

計 － 538,000 － 538,000 4.14
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 276 286 330

最低（円） 214 215 243

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
技術事業部長兼
金型事業部長

取締役
技術事業部長兼
金型製造部長

能鹿島　邦夫 平成22年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,016,208 3,078,893

受取手形及び売掛金 2,658,034 2,643,813

商品及び製品 1,121,846 712,384

仕掛品 1,598,082 1,168,509

原材料及び貯蔵品 473,972 362,149

その他 230,152 295,273

貸倒引当金 △1,309 △1,200

流動資産合計 9,096,987 8,259,823

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,643,845 1,656,083

機械装置及び運搬具（純額） 802,623 792,724

土地 860,001 856,244

その他（純額） 224,146 225,486

有形固定資産合計 ※
 3,530,616

※
 3,530,539

無形固定資産 220,600 225,555

投資その他の資産

関係会社出資金 515,936 505,508

その他 523,523 530,614

貸倒引当金 △10,700 △11,137

投資その他の資産合計 1,028,759 1,024,986

固定資産合計 4,779,976 4,781,081

資産合計 13,876,963 13,040,904

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,036,782 2,457,065

短期借入金 2,680,000 2,640,000

1年内返済予定の長期借入金 168,000 168,000

未払法人税等 16,414 12,246

賞与引当金 49,125 89,861

製品保証引当金 31,572 32,154

その他 840,143 709,006

流動負債合計 6,822,038 6,108,332

固定負債

長期借入金 368,000 410,000

退職給付引当金 834,159 843,820

その他 107,594 90,848

固定負債合計 1,309,754 1,344,668

負債合計 8,131,793 7,453,001
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,837,500 5,837,500

利益剰余金 597,426 482,407

自己株式 △99,292 △99,062

株主資本合計 6,335,633 6,220,845

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5,090 728

為替換算調整勘定 △585,371 △633,671

評価・換算差額等合計 △590,462 △632,942

純資産合計 5,745,170 5,587,902

負債純資産合計 13,876,963 13,040,904
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 1,507,356 3,153,677

売上原価 1,526,688 2,425,328

売上総利益又は売上総損失（△） △19,332 728,348

販売費及び一般管理費 ※
 543,130

※
 595,167

営業利益又は営業損失（△） △562,463 133,181

営業外収益

受取利息及び配当金 1,469 830

持分法による投資利益 － 6,396

為替差益 3,157 －

受取技術料 7,139 7,648

助成金収入 41,717 －

その他 18,421 15,804

営業外収益合計 71,906 30,680

営業外費用

支払利息 16,901 16,591

持分法による投資損失 19,121 －

為替差損 － 1,640

売上債権売却損 1,143 2,530

その他 2,774 1,633

営業外費用合計 39,940 22,396

経常利益又は経常損失（△） △530,497 141,465

特別利益

固定資産売却益 3,310 2,355

貸倒引当金戻入額 1,479 49

特別利益合計 4,790 2,404

特別損失

固定資産除却損 16 329

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 21,268

投資有価証券評価損 27,300 －

特別損失合計 27,316 21,597

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△553,023 122,272

法人税、住民税及び事業税 2,078 7,727

法人税等調整額 △18,617 △473

法人税等合計 △16,538 7,254

少数株主損益調整前四半期純利益 － 115,018

四半期純利益又は四半期純損失（△） △536,484 115,018
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△553,023 122,272

減価償却費 123,665 136,164

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,479 △328

賞与引当金の増減額（△は減少） △74,181 △40,785

製品保証引当金の増減額（△は減少） △7,301 △582

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6,715 △9,660

受取利息及び受取配当金 △1,469 △830

支払利息 16,901 16,591

為替差損益（△は益） 5,758 719

持分法による投資損益（△は益） 19,121 △6,396

固定資産売却損益（△は益） △3,310 △2,355

固定資産除却損 16 329

投資有価証券評価損益（△は益） 27,300 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 21,268

売上債権の増減額（△は増加） 501,944 △1,812

たな卸資産の増減額（△は増加） 126,605 △939,204

未収消費税等の増減額（△は増加） 64,255 11,681

その他の流動資産の増減額（△は増加） △66,142 62,313

仕入債務の増減額（△は減少） △503,274 568,384

その他の負債の増減額（△は減少） 61,311 137,418

その他 881 462

小計 △269,136 75,651

利息及び配当金の受取額 1,905 850

利息の支払額 △17,003 △16,539

法人税等の支払額 △13,365 △10,920

営業活動によるキャッシュ・フロー △297,600 49,041

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △155,039 △107,902

有形固定資産の売却による収入 42,597 15,626

無形固定資産の取得による支出 △3,965 △10,114

投資有価証券の取得による支出 △149 △150

定期預金の払戻による収入 100,000 －

その他の支出 △2,783 △245

その他の収入 295 2,479

投資活動によるキャッシュ・フロー △19,046 △100,307

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 20,000 40,000

長期借入金の返済による支出 △30,000 △42,000

自己株式の取得による支出 △29 △229

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △9,958 △12,973

配当金の支払額 △412 △112

財務活動によるキャッシュ・フロー △20,399 △15,316

現金及び現金同等物に係る換算差額 13,416 3,896

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △323,630 △62,684

現金及び現金同等物の期首残高 3,903,146 3,078,893

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,579,515

※
 3,016,208
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項

の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第

18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、営業利益及び経常利益は、それぞれ64千円減少しており、税金等調整前四半

期純利益は、21,332千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除

去債務の変動額は23,446千円であります。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に

より、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、8,858,790千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、8,678,925千円であ

ります。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給与手当 207,177千円

賞与引当金繰入額 8,537

退職給付費用 17,898

減価償却費 54,440

研究開発費 8,664

従業員給与手当 201,104千円

賞与引当金繰入額 10,007

退職給付費用 15,917

減価償却費 57,969

研究開発費 26,217

貸倒引当金繰入額 108

製品保証引当金繰入額 7,964

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期連結会計期間末残高と四

半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

（平成21年６月30日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期連結会計期間末残高と四

半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

（平成22年６月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 3,684,515

預入期間が３か月を超える定期預

金
△105,000

現金及び現金同等物 3,579,515

　

 （千円）

現金及び預金勘定 3,016,208

現金及び現金同等物 3,016,208

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平

成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 12,969千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 539千株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
半導体製造
装置
（千円）

金型
（千円）

リードフ
レーム等
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売

上高
440,661592,292474,4021,507,356 － 1,507,356

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
722 1,400 － 2,123 (2,123) －

　 計 441,383593,693474,4021,509,479(2,123)1,507,356

営業損失 198,631117,778 97,280 413,690148,772 562,463

　（注）１．事業は、製品の分類を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

半導体製造装置 モールディング装置、リード加工機、テストハンドラー

金型 モールド金型、リード加工金型、リードフレーム金型、その他金型

リードフレーム等 リードフレーム、電子通信部品

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売

上高
1,125,232382,1231,507,356 － 1,507,356

(2）セグメント間の内部

売上高
59,200 17,750 76,950 (76,950) －

　 計 1,184,432399,8741,584,306(76,950)1,507,356

営業損失 326,385 87,304 413,690 148,772 562,463

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

アジア――シンガポール共和国、タイ王国、中華人民共和国

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 778,341 207,108 985,450

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 1,507,356

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 51.7 13.7 65.4

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。

アジア ── 台湾、中華人民共和国、シンガポール共和国、フィリピン共和国、インドネシア共和国、マレーシ

ア、タイ王国

その他 ── アメリカ合衆国、ドイツ連邦共和国、カナダ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、半導体製造装置、金型、リードフレーム及び各種電子部品等の製造販売を主要な事業としておりま

す。

　従って、当社は、これらを基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「電子部品組立装置事業」

及び「電子部品事業」の２つを報告セグメントとしております。

　「電子部品組立装置事業」は、モールディング装置、リード加工機及びモールド金型等を製造・販売してお

ります。「電子部品事業」は、リードフレーム及び電子通信部品等を製造・販売しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

電子部品
組立装置

電子部品 計

売上高     　   

外部顧客への売上高 1,643,9991,229,9632,873,962279,7143,153,677 － 3,153,677

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 25,68425,684△25,684 －

計 1,643,9991,229,9632,873,962305,3983,179,361△25,6843,153,677

セグメント利益 180,49176,170256,66213,040269,702△136,521133,181

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、リード加工金型及びリー

ドフレーム生産用金型の調達・販売等を行っております。

２．セグメント利益の調整額△136,521千円には、セグメント間取引消去117千円及び各報告セグメントに

配分していない全社費用△136,639千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。
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（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第１四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連

結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

（金融商品関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

　

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）

　資産除去債務は、企業集団の事業の運営において重要性はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 462.21円 １株当たり純資産額 449.53円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 5,745,170 5,587,902

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会計年

度末）の純資産額（千円）
5,745,170 5,587,902

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連結

会計期間末（連結会計年度末）の普通株式の数

（千株）

12,429 12,430

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 43.16円 １株当たり四半期純利益金額 9.25円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △536,484 115,018

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△536,484 115,018

期中平均株式数（千株） 12,431 12,429

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

   平成21年８月５日

アピックヤマダ株式会社    

 取 締 役 会　 御 中 

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 五十幡　理一郎　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 杉田　昌則　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアピックヤマダ株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アピックヤマダ株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

   平成22年８月９日

アピックヤマダ株式会社    

 取 締 役 会　 御 中 

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 五十幡　理一郎　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福井　利幸　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 杉田　昌則　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアピックヤマダ株式

会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アピックヤマダ株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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